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研究成果の概要（和文）：　本研究では、少子高齢化が進むわが国を念頭に、子育て支援政策が経済の動態的な
挙動に及ぼす影響を検討している。子育て支援政策は、子育てをしている世帯のみが恩恵を受け、近年急速に増
加している子育てをしていない世帯には負担のみが課されると考えられがちである。その場合、政策の導入に対
して、政治的対立が生じることになる。我々のモデルでは、子育て支援政策が社会保障制度の持続可能性を高
め、子どもを持たない家計も含めて多くの家計にとって、望ましい政策となりうることを示した。この傾向は、
現在の子育て費用が高く、出生率が低い国ほど顕著になりがちであることも示した。

研究成果の概要（英文）：　The study examines the impact of childcare support policies on the dynamic
 behaviour of the economy, with an eye on Japan's declining birthrate and ageing population. It is 
often assumed that childcare support policies benefit only those households raising children and 
impose only a burden on families that are not raising children, which has been increasing rapidly in
 recent years. In such cases, political conflicts will arise against introducing the policy. In our 
model, we show that childcare support policies increase the sustainability of the social security 
system and can be a desirable policy for many households, including households without children. We 
also showed that this trend tends to be more pronounced in countries with higher current childcare 
costs and lower fertility rates.

研究分野： 経済学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　少子化対策は多くの場合、出生率を増加させるような政策に焦点があてられる。これまでに多くの実証的な観
点から、どのような政策が出生率を上昇させるのかについて議論がされてきた。ただし、その政策がどのように
人々の効用に厚生に影響を与えるのかについての議論は不十分であり、理論的な観点からのアプローチは少なか
った。本研究では、理論面も含めて様々な子育て支援政策を検討し、それぞれの政策によってだれがどのように
負担をし、あるいは恩恵を受けるのかについても明らかにした。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
我が国の総人口は 2005 年に戦後初めて前年を下回った後、2008 年にピークとなり、2011 年

以降は減少し続けている（データは総務省統計局による）。例えば、北欧諸国やオランダ、スイ
スなど欧州における比較的人口規模の小さな国において、1 人当たりの GDP 水準や 1 人当たり
の所得水準が高いように、人口規模が大きいことは当該国の経済成長率や所得水準の必要条件
ではない。その一方で、我が国で見られるような急速な人口構造の変化が経済活動に対して負の
影響を与える影響も否定できない。 
わが国では、人口が減少する中で都市部への人口集中が進んでおり、一般的に、大都市部での

出生率は周辺地域と比較して低い。そこで、地域間の所得格差や人口移動、都市ごとの出生率の
違いを考慮に入れながら人口と経済活動の動態的な関係を分析する必要がある。 
また、近年では子どもを一生涯もたない女性の割合も上昇傾向にある。わが国では他国と比較

してもその割合が高いことが指摘されている（例えば、OECD の Family Database を参照せ
よ）。もちろん子どもの数をどのように決定するのかは個人の自由にゆだねられるべき問題であ
る。しかしながら、種々の調査で、個人の希望する子どもの数と実際の子どもの数には乖離があ
り、その原因の一つが経済的なものであるということも明らかになっている。どのような子育て
支援政策が有効であるかについては実証的な見地から多くの研究がなされてきたが、理論的な
観点からも、子育て支援の財源を誰がどのように負担し、それによって誰がどのような恩恵を受
けるのかについてはより詳細な分析を行う必要がある。子育て支援政策の費用と便益を比較し
て、どの程度の家計が費用を上回る便益を享受できるのかということや子どものいない世帯に
とって子育て支援政策が許容できるのかどうかについても考えなければならない。 
 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、人口減少が始まっている我が国における種々の子育て支援政策が、長期的な

人口動態と経済成長に及ぼす影響について理論・実証分析を行うことで、費用対効果の高く実行
可能な少子化対策の策定に寄与し、経済成長の持続可能性について検討することのできる基礎
理論を構築することである。そのために、以下の点に焦点を当てて分析する。第 1 に、地域ごと
に出生率が異なっているという現状を鑑み、地域間の人口移動がどのように出生率や経済成長
に影響を及ぼすのかについて検討する。これにより、一部の都市に人口集積が進むことが、短期、
及び長期の人口動態や経済成長に及ぼす影響が明らかになる。第 2 に、都市と地方の出生行動
の違いを考慮した地域のニーズに合った子育て支援政策や当該地域の子育て支援政策が地域を
超えてどのように波及していき、経済全体の人口や経済成長に及ぼす影響について明らかにす
る。第 3 に、子育て支援政策を拡充する際の財源問題に関する政治経済学的問題について検討
する。現在では、子どもをもたない家計が増加するなど、家族のあり方にも多くの変化が生じて
いる。そのため、子育て支援政策に対して、個々の家計が直面する費用・便益を鑑み、多くの家
計にとって許容可能な政策とは何かを明らかにする。第 4 に、上記のことを統合し人口減少社
会における出生率回復と持続的経済成長を可能にするための実行可能な処方箋の提示を行う。 
 
 
３．研究の方法 
 本研究は主に「経済成長理論」「空間経済学」「内生的人口成長理論」「社会保障（子育て支援）」
「政治経済学」の 5つの分野からなる。これらの 5つの分野を融合したモデルを作成し、研究を
行った。具体的には、経済成長理論と空間経済学を融合し、地域間の人口移動、および内生的に
出生率が決定するようなモデルを作成する。そのようなモデルのもとで、地域間の人口移動や経
済全体での人口動態に子育て支援政策が及ぼす影響についての分析を行う。さらには、子育て支
援政策に付随する政治経済学的分析を行う。具体的には、出生率が内生化された世代重複モデル
（Overlapping Generations Model）を構築した。そのうえで、地域間の人口移動が存在したり、
効用最大化の結果、最適な子どもの数がゼロとなる家計が一定数存在したりするようなモデル
を構築し、子育て支援政策の効果を検討した。さらに、先行研究に基づくパラメーターの範囲内
で、モデルが示唆する結論や政府の行うべき政策についても言及する。 
 
 
 
４．研究成果 
 現在、一生涯子どもをもたない女性の割合が上昇傾向にある。特に日本ではこの割合が諸外国
と比較しても高い。子どもをもたない世帯が上昇していることは、合計特殊出生率が低下する理
由の大きな要因の一つとなっている。しかしながら、従来の出生率が内生化されたモデルでは、
すべての家計が子どもをもつような同質的な家計を設定することが多かった。これに対し、本研
究では、子どもに対する選好が異なるという意味で異質な家計を導入し、分析を行った。その結



果、子どもをもたない家計の割合が内生的に決定するような状況を導出することができた。さら
に、子育て支援政策の効果も検討した。その結果、消費に対する仮定を単純化したモデルにおい
ては、オーソドックスなパラメーターの値を想定すると、子育て支援政策がすべての家計の厚生
を上昇させる傾向があることを示した。子育て支援政策が子どもをもたない家計の厚生水準を
も上昇させるというのは反直感的である。我々のモデルでは、子育て支援政策は財源のための増
税が必要となるため、増税による負担が生じる。その一方で、出生率の上昇が社会保障制度の持
続可能性を上昇させることや、子どもをもたない世代にとっては生涯所得が上昇することなど
により、負担を上回る効果が生じることになる。次に、消費に関する仮定をより一般化した世代
重複モデルを構築した。この場合、上記の結果ほど顕著ではないが、出生率が低く、子育て費用
が高い経済においては、子育て支援政策の純便益（子育て支援の負担を便益が上回るという意味
で用いている）がプラスとなる家計が多くなりやすいことを示した。さらに、出生率が特に低く
子育て費用が特に高いような経済においては、子育て支援政策が子どもをもたない家計も含め
た全世帯の厚生水準を上昇させる可能性も示した。 
次に複数地域モデルにおける人口移動、出生率、経済成長についても検討した。具体的には、

出生率の地域差に着目し、都市部への人口集中と出生率の関係について分析した。出生率に地域
差があれば、地域ごとの合計特殊出生率（当該地域における女性 1人当たりの子どもの数）が減
少しなくても、都市部における人口集積が一国の合計特殊出生率を押し下げる可能性があるこ
とを示した。保育政策については、都市部の保育施設を充実させるために税率を引き上げると、
都市部の人口比率が短期的に上昇し、都市部の人口集中を支えるために経済が再編されること
や分散型経済と集積型経済では発展とともに出生率に及ぼす影響が異なることも示した。さら
に、都市部における待機児童を減らすような政府の子育て支援政策も検討した。このような政策
は、都市部の出生率を上昇させ、長期的な都市間の人口分布、資本蓄積のプロセス、効用などを
変化させる。定常状態には、都市と農村の両地域に家計が存在する均衡（分離均衡）と家計が都
市部に完全に集積する均衡という 2 つの可能性が存在する。定常状態が政策前も政策後も分離
均衡である場合には、都市人口の割合は、短期的には減少し、長期的には上昇する。また、政策
前の均衡がどのようなタイプなのかにかかわらず、政策後に分離均衡になる場合、出生率は政策
によって上昇することを明らかにした。 
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